
証券コード2108
平成28年６月８日

　 株 主 各 位
東京都港区三田三丁目12番14号

取締役社長 中 村 　 憲 治
第118期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第118期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出

席くださいますようご通知申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、
お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に
賛否をご表示いただき、平成28年６月28日（火曜日）午後５時45分までに到着するよう
ご送付くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１. 日 時 平成28年６月29日（水曜日）午前10時
２. 場 所 東京都港区三田三丁目12番14号

ニッテン三田ビル　当社本店（９階）
３．目 的 事 項

報告事項 １．第118期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事業報
告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役
会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第118期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）計算書
類の内容報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 株式併合の件
第３号議案 定款一部変更の件
第４号議案 取締役12名選任の件
第５号議案 補欠監査役１名選任の件

以　上
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い

申し上げます。
◎本招集ご通知の添付書類（｢第118期 報告書｣）のうち、「連結注記表」および「個別注記表」につきま

しては、法令および当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.nitten.co.jp）に掲載しておりますので、｢第118期 報告書｣には記載しておりません。
なお、監査役および会計監査人がそれぞれ監査報告書を作成するに際して監査した連結計算書類および
計算書類には、「連結注記表」および「個別注記表」も含まれております。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類の記載事項につきまして、訂正等の
必要が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.nitten.co.jp）に掲載させ
ていただきます。
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
当社は、株主の皆様への適切な利益還元を経営上の重要な政策と位置づけ、財務体

質の強化と事業基盤の拡大を図りつつ、安定的な配当を継続することを基本方針とし
ております。

当期の期末配当につきましては、砂糖業界を取り巻く環境が依然として厳しく、先
行き予断を許さない状況にありますので、企業体質の一層の強化・充実を図るため、
内部留保にも意を用い、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
（１）配当財産の種類

金銭といたします。
（２）株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金５円
総額　709,197,045円

（３）剰余金の配当が効力を生じる日
平成28年６月30日
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第２号議案　株式併合の件
１．株式併合を必要とする理由

　全国証券取引所は「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、全ての国内上場
会社の普通株式の売買単位(単元株式数)を100株に統一することを目指しております。
　当社は東京証券取引所に上場する企業として、この趣旨を尊重し、当社株式の売買
単位を1,000株から100株に変更することとし、併せて、当社株式につき証券取引所
が望ましいとしている投資単位の水準（５万円以上50万円未満）を維持することを目
的として、株式併合を実施するものであります。

２．併合の割合
　当社普通株式について、10株を１株の割合で併合いたします。
　なお、株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法の定めに基
づき、売却または買取を実施し、その代金を端数が生じた株主様に対して、端数の割
合に応じて交付いたします。

３．株式併合の効力発生日
　平成28年10月１日

４．効力発生日における発行可能株式総数
　２千万株

５．その他
　本議案に係る株式併合は、第３号議案「定款一部変更の件」が承認されることを条
件といたします。
　なお、その他手続き上必要な事項につきましては、取締役会にご一任願いたいと存
じます。
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第３号議案　定款一部変更の件
１．提案の理由
(1)第２号議案「株式併合の件」が承認されることを条件として、発行可能株式総数
を株式併合の割合に応じて減少させるとともに、当社株式の売買単位を100株に変更
するため、単元株式数を1,000株から100株に変更するものであります。
(2)平成27年５月１日施行の「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90
号）により、責任限定契約を締結できる会社役員の範囲が拡大されたことに伴い、業
務執行を行わない取締役および社外監査役でない監査役についても、責任限定契約を
締結できるよう、第27条および第34条の規定を変更するものであります。
　なお、第27条の変更に関しましては、監査役全員の同意を得ております。
(3)上記（1）の変更の効力は、株式併合の効力発生日である平成28年10月１日をも
ってその効力が発生する旨の附則を設けるものであります。なお、本附則は株式併合
の効力発生日をもってこれを削除するものといたします。

２．変更の内容
　　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します）
現 行 定 款 変  更  案

（発行可能株式総数）
第５条　当会社の発行可能株式総数は、２億株と

する。

（単元株式数）
第７条　当会社の１単元の株式数は、1,000株と

する。

（社外取締役の責任限定契約）
第27条　当会社は、社外取締役との間で、会社法

第423条第１項の賠償責任について、法
令に定める要件に該当する場合には、賠
償責任を限定する契約を締結することが
できる。ただし、当該契約に基づく賠償
責任の限度額は、法令で定める最低責任
限度額とする。

（発行可能株式総数）
第５条　当会社の発行可能株式総数は、２千万株

とする。

（単元株式数）
第７条　当会社の１単元の株式数は、100株とす

る。

（取締役の責任限定契約）
第27条　当会社は、取締役（業務執行取締役等で

あるものを除く）との間で、会社法第423
条第１項の賠償責任について、法令に定
める要件に該当する場合には、賠償責任
を限定する契約を締結することができ
る。ただし、当該契約に基づく賠償責任
の限度額は、法令で定める最低責任限度
額とする。
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現 行 定 款 変  更  案
（社外監査役の責任限定契約）
第34条　当会社は、社外監査役との間で、会社法

第423条第１項の賠償責任について、法
令に定める要件に該当する場合には、賠
償責任を限定する契約を締結することが
できる。ただし、当該契約に基づく賠償
責任の限度額は、法令で定める最低責任
限度額とする。

（新設）

（監査役の責任限定契約）
第34条　当会社は、監査役との間で、会社法第423

条第１項の賠償責任について、法令に定
める要件に該当する場合には、賠償責任
を限定する契約を締結することができ
る。ただし、当該契約に基づく賠償責任
の限度額は、法令で定める最低責任限度
額とする。

附則
第５条及び第７条の変更は、平成28年
10月１日に効力が発生するものとす
る。
なお、本附則は当該変更の効力発生日を
もって削除する。
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第４号議案　取締役12名選任の件
現在の取締役10名全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、

新任の社外取締役候補者１名を含め取締役12名の選任をお願いいたしたいと存じます。
取締役候補者は、次のとおりであります。
各候補者はそれぞれ略歴に記載のとおり、当社の経営を的確、公正かつ効率的に遂行

できる知識および経験を有すると判断し候補者といたしました。

候補者
番 号

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位および担当
[ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ]

所 有 す る
当社株式の数

1
お

小
が さ

笠
わ ら

原
 

　
あ き

昭
 

　
お

男
（昭和17年３月10日生）

昭和39年４月 当社入社

263,041株

平成12年６月 当社取締役、下関精糖工場長、開
発業務部長

平成15年６月 当社常務取締役、企画部管掌
平成17年６月 当社専務取締役、企画部・人事部

管掌、人事部長兼掌
平成18年６月 当社取締役社長（代表取締役）
平成26年６月 当社取締役会長（代表取締役）

現在に至る

2
な か

中
む ら

村
け ん

憲
じ

治
（昭和23年５月３日生）

昭和48年４月 当社入社

130,000株

平成18年６月 当社取締役、美幌製糖所長
平成23年６月 当社常務取締役、事務部・技術部

管掌、事務部長兼掌
平成24年６月 当社常務取締役、札幌支社長、技

術部・品質保証部・農務部・農業
資材販売部管掌

平成25年６月 当社専務取締役、札幌支社長、技
術部・品質保証部・農務部・紙筒
事業部管掌

平成26年６月 当社取締役社長（代表取締役）
現在に至る

3
さ

佐
と う

藤
か ず

和
ひ こ

彦
（昭和27年５月15日生）

昭和50年４月 当社入社

64,000株平成18年４月 当社美幌製糖所副製糖所長
平成22年６月 当社取締役、士別製糖所長

現在に至る
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候補者
番 号

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位および担当
[ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ]

所 有 す る
当社株式の数

4
え

惠
も と

本
 

　
つかさ

司
（昭和28年９月８日生）

昭和53年４月 当社入社

50,000株

平成20年６月 当社販売部長
平成24年６月 当社取締役、美幌製糖所長
平成26年６月 当社取締役、販売部長、食品事業

部長、管理部・経理部担当
平成28年４月 当社取締役、経理部長、販売部長、

食品事業部長、管理部担当
現在に至る

5
か わ

川
し ま

島
 

　
とおる

啓
（昭和29年12月９日生）

昭和53年４月 当社入社

61,100株

平成19年４月 当社財務企画室部長
平成22年６月 当社農務部長
平成23年12月 当社経営企画室部長
平成24年６月 当社取締役、経営企画室長
平成26年６月 当社取締役、経営企画室長、関連

会社担当部長
現在に至る

6
す ず

鈴
き

木
よ し

良
ゆ き

幸
（昭和30年５月６日生）

昭和53年４月 当社入社

55,000株

平成19年４月 当社士別製糖所副製糖所長
平成19年10月 当社芽室製糖所副製糖所長
平成22年６月 当社技術部長
平成24年６月 当社取締役、技術部長、品質保証部長
平成26年６月 当社取締役、美幌製糖所長

現在に至る

7
さ

佐
ど

渡
や

谷
 

　
ひ ろ

裕
 

　
お

朗
（昭和29年４月17日生）

昭和54年４月 当社入社

38,155株

平成19年４月 当社飼料事業部部長
平成24年６月 当社飼料事業部長
平成26年６月 当社取締役、飼料事業部長、総合

研究所担当
現在に至る
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候補者
番 号

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位および担当
[ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ]

所 有 す る
当社株式の数

8
や

八
ま き

巻
た だ

唯
し

史
（昭和32年11月16日生）

昭和55年４月 当社入社

38,000株

平成21年４月 当社管理部部長
平成22年６月 当社経営企画室部長
平成23年12月 当社事務部長
平成24年４月 当社事務部長、内部監査室長
平成26年６月 当社取締役、総務人事部長

現在に至る

※
9

き

木
や ま

山
く に

邦
き

樹
（昭和32年８月７日生）

昭和56年４月 当社入社

16,000株平成22年４月 当社農務部部長
平成22年６月 当社美幌製糖所副製糖所長

現在に至る

※
10

ま え

前
だ

田
た か

孝
ゆ き

幸
（昭和33年６月５日生）

昭和56年４月 当社入社

16,000株平成22年４月 当社販売部部長
平成24年６月 当社販売部長

現在に至る

※
11

い し

石
く り

栗
 

　
しゅう

秀
（昭和33年５月１日生）

昭和61年４月 当社入社

19,000株
平成22年４月 当社食品事業部部長
平成24年４月 当社食品事業部長
平成26年６月 当社技術部長、品質保証部長

現在に至る

※
12

あ さ

淺
ば

羽
 

　
しげる

茂
（昭和36年５月21日生）

平成２年４月 学習院大学経済学部講師

0株
平成４年４月 学習院大学経済学部助教授
平成９年４月 学習院大学経済学部教授
平成25年４月 早稲田大学ビジネススクール教授

現在に至る
（注）１．各取締役候補者と当社との間に、特別の利害関係はありません。

２．「※」表示は、新任の取締役候補者であります。
３．淺羽茂氏は、社外取締役候補者であります。

なお、当社は淺羽茂氏を東京証券取引所の上場規則で定める「独立役員」として、同
取引所に届出を行う予定であります。

４．淺羽茂氏を社外取締役候補者とした理由は、大学教授として培われた経営戦略に関す
る高い見識と豊富な経験を、当社の経営に活かしていただけると考えたからでありま
す。なお、同氏は会社の経営に直接関与したことはありませんが、上記の理由に基づ
き、社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断しております。

５．当社は、淺羽茂氏の選任をご承認いただいた場合、同氏との間で会社法第423条第１
項の賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく賠償責任
の限度額は、法令で定める最低責任限度額であります。
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第５号議案　補欠監査役１名選任の件
　平成27年６月26日開催の第117期定時株主総会において、増本善丈氏を補欠監査役と
して選任いただきましたが、選任決議の効力は本定時株主総会の開始の時までとされて
おりますので、監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、改めて補欠監
査役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生 年 月 日） 略歴および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

ま す

増
も と

本
よ し

善
た け

丈
（昭和42年10月27日生）

平成12年10月 弁護士登録

0株

平成16年７月 大江黒田法律事務所入所
平成19年５月 大江忠・田中豊法律事務所入所
平成22年６月 スプリング法律事務所入所

（現在に至る）
平成25年６月 株式会社エムアールアイ債権回

収取締役
（現在に至る）

（注）１．増本善丈氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。
２．増本善丈氏は、社外監査役候補者であります。
３．増本善丈氏を補欠監査役候補者とした理由は、弁護士として培われた専門的な知識と

経験を、当社の監査業務に活かしていただけると考えたからであります。

以　上
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〈メ　モ　欄〉
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株主総会会場ご案内図

会　　　場
東京都港区三田三丁目12番14号

ニッテン三田ビル　当社本店（９階）

交通機関：都営浅草線「泉岳寺駅」Ａ４出口より徒歩６分
都営浅草線・三田線「三田駅」Ａ１出口より徒歩９分
ＪＲ山手線・京浜東北線「田町駅」三田口より徒歩10分



（第118期定時株主総会招集ご通知添付書類）

第118期　報告書
(平成27年 4 月 1 日から)平成28年 3 月31日まで

事 業 報 告
連 結 貸 借 対 照 表
連 結 損 益 計 算 書
連結株主資本等変動計算書
貸 借 対 照 表
損 益 計 算 書
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
会 計 監 査 人 の 監 査 報 告
監 査 役 会 の 監 査 報 告

連結計算書類の「連結注記表」および計算書類の「個別注記表」につきまして
は、法令および当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブ
サイト（http://www.nitten.co.jp）に掲載しておりますので、本報告書には記載
しておりません。

なお、監査役および会計監査人がそれぞれ監査報告書を作成するに際して監査
した連結計算書類および計算書類には、「連結注記表」および「個別注記表」も
含まれております。



事　 業　 報　 告
（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

（１）事業の経過および成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境に改善が見られ、
景気は緩やかな回復基調が続いておりますが、個人消費への波及には遅れが見られ、中
国経済をはじめとするアジア新興国経済の減速の影響もあり、先行き不透明な状況が続
いております。
　砂糖業界におきましては、消費者の低甘味嗜好を背景に、安価な輸入加糖調製品や高
甘味度人工甘味料の増加などから砂糖消費量は減少傾向にあり、厳しい状況が依然とし
て続いております。
　このような状況のもと、当連結会計年度の売上高は、前期比0.3％増の578億２千３百
万円となり、経常利益は前期比1.5％減の22億４千４百万円、親会社株主に帰属する当
期純利益は前期比2.3％減の13億６千２百万円となりました。

　セグメント別の概況は次のとおりであります。

＜砂糖事業＞
海外砂糖市況につきましては，ニューヨーク市場粗糖先物相場（当限）において1ポ

ンド当たり期初12.32セントで始まり、８月には世界的な供給過剰感やブラジル通貨レ
アル安の進行等により10.39セントまで下落しましたが、12月には主要生産国の減産見
通しやブラジルのエタノール需要拡大による砂糖減産見込等により、15.58セントまで
上昇しました。その後、投機資金の流出等により12セント台まで下落する局面もありま
したが、世界的な砂糖供給不足の拡大見込による需給逼迫感が台頭してきたこと等によ
り相場は上昇し、15.35セントで当期を終えました。

一方、国内砂糖市況につきましては、期初185～186円（東京精糖上白現物相場、キ
ログラム当たり）で始まり、海外砂糖相場の変動を受け、10月には２円下落し183～184
円になりましたが、２月には４円上昇し187～188円となり、そのまま当期を終えまし
た。
　ビート糖は、白糖の販売量はほぼ前期並となりましたが、生産増加に伴う原料糖の販
売増加があり、販売量、売上高とも前期を上回りました。
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精糖は、販売量はほぼ前期並となりましたが、市況下落に伴う販売価格の低下があ
り、売上高は、前期を下回りました。
　砂糖事業の売上高は、397億５百万円（前期比1.8％増）となり、営業利益は１億１千
万円（前期比59.4％減）となりました。
＜食品事業＞
　イーストは、販売価格の上昇に加え、販売量の増加もあり、売上高は前期を上回りま
した。
　オリゴ糖等機能性食品は、オリゴ糖等の販売量が増加し、売上高は前期を上回りまし
た。
　食品事業の売上高は、26億４千９百万円（前期比11.8％増）となり、営業利益は３億
１千７百万円（前期比118.4％増）となりました。
＜飼料事業＞
　配合飼料は、販売量は増加しましたが、販売価格の下落により、売上高は前期を下回
りました。
　ビートパルプは、生産量は増加しましたが、販売量が減少し、売上高は前期を下回り
ました。
　飼料事業の売上高は、86億８千１百万円（前期比4.4％減）となり、営業利益は２億
３千６百万円（前期比27.9％減）となりました。
＜農業資材事業＞
　紙筒（移植栽培用育苗鉢）は、主にそ菜用の販売数量の減少により、売上高は前期を
下回りました。
　農業機材は、移植機関連の販売減少等により、売上高は前期を下回りました。
　農業資材事業の売上高は、41億３千３百万円（前期比5.5％減）となり、営業利益は
３億７千２百万円（前期比13.5％減）となりました。
＜不動産事業＞
　不動産事業は、新規賃貸物件もあり、売上高、営業利益とも増加しました。
　不動産事業の売上高は、13億５千２百万円（前期比1.7％増）となり、営業利益は８
億６千４百万円（前期比3.2％増）となりました。
＜その他の事業＞
　その他の事業は、貨物輸送等が好調でしたが、石油類の販売価格下落により売上高は
減少しました。
　その他の事業の売上高は13億１百万円（前期比14.2％減）となり、営業利益は１億３
千５百万円（前期比129.1％増）となりました。
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（２）設備投資の状況

　当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は、19億７千４百万円であります。
　その主なものは、帯広稲田地区の賃貸用商業施設の建設工事、江別種子工場のペレッ
ト加工設備更新、清水紙筒工場のチェーンポット製造機の増設工事であります。
　なお、設備投資は自己資金でまかなっております。

（３）資金調達の状況

　当連結会計年度中に増資あるいは社債発行による資金調達は行っておりません。

（４）対処すべき課題

砂糖業界におきましては、少子高齢化や消費者の低甘味嗜好に加え、安価な輸入加糖
調製品や高甘味度人工甘味料の増加などから砂糖消費量は減少傾向にあり、依然として
厳しい状況が続いております。

また、昨年10月５日に大筋合意されたＴＰＰ(環太平洋経済連携協定)では、砂糖につ
いては現行の糖価調整制度が維持されることになりましたが、加糖調製品のＴＰＰ輸入
枠設定による輸入量増加等、今後の砂糖需要に与える影響が懸念されるため、関連する
動向等を引き続き注視する必要があります。

平成27年産の原料甜菜は、芽室・美幌・士別各製糖所管内とも生育期間を通じて概ね
天候に恵まれ、順調に生育しました。ここ数年、十勝を中心に被害が拡大していた西部
萎黄病についても比較的発生が少なく、秋も冷涼に経過したため、高収量高糖分となり
製造コスト低減につながりました。

当社グループといたしましては、砂糖をはじめ各製品において、引き続きコスト削減
を徹底するとともに、適正価格での販売に努め、収益力の確保、経営基盤の安定化を図
ってまいります。

また、品質管理を徹底し、安全性および品質の更なる向上を図り、皆様に信頼される
製品の提供に心がけてまいります。
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（５）財産および損益の状況の推移

区 分 第　115　期
（24/4～25/3）

第　116　期
（25/4～26/3）

第　117　期
（26/4～27/3）

第　118　期
（27/4～28/3）

売 上 高
（百万円） 58,189 57,546 57,667 57,823

経 常 利 益
（百万円） 1,501 1,972 2,278 2,244

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

（百万円）
841 1,091 1,394 1,362

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益 ５円87銭 ７円66銭 ９円77銭 ９円55銭

総 資 産
（百万円） 78,446 81,764 94,322 96,191

純 資 産
（百万円） 55,967 57,729 65,049 66,571

１ 株 当 た り
純 資 産 額 393円10銭 404円79銭 455円45銭 471円46銭

（注）「１株当たり当期純利益」および「１株当たり純資産額」は、自己株式を控除後の発行済株
式総数により算出しております。なお、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（従業員持
株ＥＳＯＰ信託口）が所有する当社株式を自己株式に加算し算出しております。

（６）重要な親会社および子会社の状況

①　親会社の状況

　親会社はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容
十 勝 鉄 道 株 式 会 社 15百万円 100％ 貨物自動車運送業

ス ズ ラ ン 企 業 株 式 会 社 10 ※100 石油類・書籍販売およびスポーツ
施設営業

ニ ッ テ ン 商 事 株 式 会 社 18 100 食品卸売業
サ ー ク ル 機 工 株 式 会 社 15 100 農業用機械器具の製造販売
（注）※印は子会社による出資を含む比率であります。
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（７）主要な事業内容（平成28年３月31日現在）

事 業 セ グ メ ン ト 主 要 な 製 品 ま た は 事 業 内 容
砂 糖 事 業 ビート糖、精糖、ビート糖蜜、精糖蜜等
食 品 事 業 イースト、ラフィノース、ベタイン、ＤＦＡⅢ等
飼 料 事 業 配合飼料、ビートパルプ等
農 業 資 材 事 業 紙筒、農業機材、甜菜種子等
不 動 産 事 業 不動産賃貸等
そ の 他 の 事 業 貨物輸送、石油類販売、書籍販売、スポーツ施設営業等

（８）主要な事業所（平成28年３月31日現在）

①　当社
名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 東 京 都 港 区 清 水 バ イ オ 工 場 北 海 道 清 水 町
札 幌 支 社 札 幌 市 中 央 区 清 水 紙 筒 工 場 北 海 道 清 水 町
芽 室 製 糖 所 北 海 道 芽 室 町 総 合 研 究 所 北 海 道 帯 広 市
美 幌 製 糖 所 北 海 道 美 幌 町 ビ ジ ネ ス セ ン タ ー 北 海 道 芽 室 町
士 別 製 糖 所 北 海 道 士 別 市

②　子会社
名 称 所 在 地

十 勝 鉄 道 株 式 会 社 北 海 道 帯 広 市
ス ズ ラ ン 企 業 株 式 会 社 北 海 道 帯 広 市
ニ ッ テ ン 商 事 株 式 会 社 千 葉 市 美 浜 区
サ ー ク ル 機 工 株 式 会 社 北 海 道 滝 川 市
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（９）従業員の状況（平成28年３月31日現在）

区 分 企業集団の従業員数（前期末比） 当社の従業員数（前期末比）

男 性 604名 （２名増） 486名 （３名増）

女 性 100 （２名減） 91 （１名減）

合 計 704 （　－　） 577 （２名増）

（注）上記には臨時従業員は含まれておりません。

（10）主要な借入先（平成28年３月31日現在）

借 入 先 借入金残高
農 林 中 央 金 庫 2,995 百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,995
株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,155
株 式 会 社 北 洋 銀 行 635
三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 434

（注）三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社からの借入金残高には、従業員持株ＥＳＯＰ信託による借入金
が含まれております。
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２．会社の株式に関する事項（平成28年３月31日現在）

（１）発行可能株式総数 200,000,000株

（２）発行済株式の総数 153,256,428株（自己株式11,417,019株を含む）

（３）株主数 14,747名（前期末比120名減）

（４）大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
明 治 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 14,708千株 10.37％

ニ ッ テ ン 共 栄 会 7,855 5.54
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 7,139 5.03
農 林 中 央 金 庫 5,149 3.63
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 4,727 3.33
東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 4,281 3.02
日 本 通 運 株 式 会 社 3,202 2.26
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,696 1.90
ＣＢＮＹ　ＤＦＡ　ＩＮＴＬ　ＳＭＡＬＬ　ＣＡＰ　ＶＡＬＵＥ　ＰＯＲＴＦＯＬＩＯ 2,684 1.89
三 菱 商 事 株 式 会 社 2,653 1.87

　(注)１．当社は、自己株式11,417,019株を所有しておりますが、上記大株主の記載からは除外し
ております。

２．持株比率は、自己株式数を控除して算出しております。
なお、自己株式11,417,019株には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（従業員持
株ＥＳＯＰ信託口）が所有する当社株式635,000株は含まれておりません。
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３．会社役員に関する事項

（１）取締役および監査役の状況（平成28年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役
取 締 役 会 長 小 笠 原 　 昭 　 男

代 表 取 締 役
取 締 役 社 長 中 村 憲 治

常 務 取 締 役 太 田 良 知 札幌支社長、農務部・農技開発部・紙筒事業部管掌

常 務 取 締 役 大 和 田 　 裕 　 一 芽室製糖所長、技術部・品質保証部管掌、十勝総括
スズラン企業株式会社代表取締役社長

取 締 役 佐 藤 和 彦 士別製糖所長

取 締 役 惠 本 　 司 販売部長、食品事業部長、管理部・経理部担当

取 締 役 川 島 　 啓 経営企画室長、関連会社担当部長

取 締 役 鈴 木 良 幸 美幌製糖所長

取 締 役 佐 渡 谷 　 裕 　 朗 飼料事業部長、総合研究所担当

取 締 役 八 巻 唯 史 総務人事部長

常 勤 監 査 役 森 山 英 二

常 勤 監 査 役 沖 　 有 康

監 査 役 松 山 明 夫

監 査 役 二 村 孝 文

（注）１．監査役松山明夫氏および二村孝文氏は、社外監査役であります。
　　　なお、当社は、松山明夫氏および二村孝文氏を東京証券取引所の上場規則で定める「独

立役員」として、同取引所に届出を行っております。
２．常勤監査役森山英二氏および沖　有康氏は当社経理部長をはじめ長年にわたり経理業務

に携わっており､それぞれ財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
３．平成28年４月１日付の人事異動に伴い、次のとおり取締役の担当が異動いたしました。
　　　惠本　 司　　経理部長、販売部長、食品事業部長、管理部担当
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（２）取締役および監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 10名 162百万円

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

６名
（３名）

40百万円
（12百万円）

合 計 16名 202百万円

（注）１．上記には、平成27年６月26日開催の第117期定時株主総会終結の時をもって退任した監
査役２名（うち社外監査役１名）が含まれております。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．取締役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第108期定時株主総会において、月額

20百万円以内と決議されております。
４．監査役の報酬限度額は、平成６年６月29日開催の第96期定時株主総会において、月額４

百万円以内と決議されております。

（３）社外役員等に関する事項

①　重要な兼職先と当社との関係
　該当事項はありません。

②　主要取引先等特定関係事業者との関係
　該当事項はありません。

③　当事業年度における主な活動状況
氏 名 主 な 活 動 状 況

監 査 役
松 山 明 夫 当事業年度開催の取締役会11回および監査役会９回の全てに出

席し、客観的な見地から発言を行っております。

二 村 孝 文
監査役就任後に開催の取締役会９回のうち８回に出席し、また監
査役会７回の全てに出席し、客観的な見地から発言を行っており
ます。

④　責任限定契約の内容の概要
　責任限定契約は締結しておりません。
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⑤　社外取締役の選任の考え方
　当社は当事業年度において、社外取締役を選任しておりませんが、社外取締役を置
くことが相当でないと判断した理由は以下のとおりであります。
　当社は、日本では北海道のみで栽培される「甜菜」（ビート）を原料とする砂糖生
産を経営の根幹とする企業であります。事業の専門性が高く、その経営には長年の経
験に基づく判断が重要であり、業務に精通した者によって取締役会を構成することに
より、機動的で合理的な経営判断を行うことができると考え、社外取締役は選任して
おりませんでした。
　しかしながら、社外取締役の導入が強く求められる昨今の情勢を踏まえ、独立した
立場で客観的かつ幅広い視点から経営の監督を行うことにより、コーポレート・ガバ
ナンスの充実を図るため、平成28年６月開催予定の第118期定時株主総会において、
社外取締役の選任をお願いする予定であります。
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４．会計監査人に関する状況

（１）会計監査人の名称

有限責任　あずさ監査法人

（２）責任限定契約の内容の概要

責任限定契約は締結しておりません。

（３）会計監査人の報酬等の額

①　当事業年度に係る報酬等の額 55百万円
②　当社および当社子会社が支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額

55百万円
（注）当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査

の監査報酬等の額を区分しておりませんので、当事業年度に係る報酬等の額には金融商品取引
法に基づく監査の報酬等の額を含めております。

（４）監査役会が会計監査人の報酬等の額について同意した理由

　監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を
踏まえ、会計監査人による当事業年度監査計画の内容、会計監査の職務執行状況および
報酬見積の算出根拠などを確認し検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第
399条第１項の同意を行っております。

（５）非監査業務の内容

　該当事項はありません。

（６）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人が会社法・公認会計士法等の法令に違反・抵触した場合およ
び公序良俗に反する行為があったと判断した場合、その事実に基づき当該会計監査人の
解任または不再任の検討を行い、解任または不再任が妥当と判断した場合には、「会計
監査人の解任または不再任」を株主総会の目的とします。
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５．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

　「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式
会社の業務並びに当該株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する
ために必要な体制の整備」（いわゆる内部統制システムの構築）の基本方針及び当事業年
度における運用状況の概要は以下のとおりであります。

　（１）取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　取締役及び使用人は、「開拓者精神を貫き、社会に貢献しよう」の社是のもと、「企
業行動指針」及びその「実行の手引き」を行動規範として、誠実に職務を執行しなけ
ればならない。

②　コンプライアンス体制の構築は、企業行動委員会において行う。
　必要に応じ、各部門において所管業務に係るガイドラインを策定し、コンプライア
ンスの推進を図るものとする。

③　取締役は、取締役会において自らの職務執行状況を適切に報告するとともに、各取
締役の職務の執行を相互に監視・監督する。
　重大な法令・定款違反の事実を発見した場合は、速やかに監査役に報告しなければ
ならない。
　取締役会においては、内部統制に関する事項を定例的議題として取り扱うこととし、
継続的に改善を実施するものとする。

④　監査役は、内部統制システムの有効性について監査を行う。
　重大な法令・定款違反の事実を発見した場合は、速やかに代表取締役または取締役
会に報告しなければならない。

⑤　内部監査部門は、内部統制構築のモニタリングを行い、法令遵守体制の整備状況を
検証するものとする。

⑥　管理部に設置の内部通報相談窓口（ホットライン）を適切に運用し、自ら不正を正
す環境を整備するものとする。

（２）損失の危険の管理に関する体制

①　リスク管理体制の構築は、リスク管理推進委員会で行うこととする。
②　リスク管理は、各部門が所管業務のリスクを管理することを基本とする。
　　取締役及び使用人は、リスクを最小限に止めるため、各業務規程、事務実施要領（マ

ニュアル）等に定める手順により、業務を執行しなければならない。
③　内部監査部門は、実地監査を通じリスク管理体制の整備状況を検証するものとする。
④　万一、不測の事態が発生した場合には、危機管理委員会を開催し、社長を本部長と

する緊急対策本部を設置して、迅速な対応を行い、損失を最小限に止めることとする。
（ 12 ）



　（３）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　取締役会は、原則として毎月１回開催する。また、必要に応じ臨時取締役会を開催
し、機動的な意思決定を行うこととする。

②　経営戦略上の重要事項については、在京取締役等で役員連絡会を開催し、あらかじ
め充分な検討を行うことにより、取締役会の効率的な運営を図る。
　また、役員連絡会においてコンプライアンス及びリスク管理に関する事項について
随時検討を行い、内部統制システムの構築を機動的に行うこととする。

③　取締役会の決定に基づく業務執行は、事務分掌規程、職務権限規程、会議体規程及
び各業務規程等を通じ定められた執行手続に従い、適正かつ効率的に行わなければな
らない。

（４）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①　取締役の職務執行に係る情報は、取締役会規程及び文書保存年限規程に基づき、保
存する。

②　取締役会議事録は永久保存とし、10年間本社に備え置き、閲覧の用に供する。
③　その他の文書の保存は、文書保存年限規程において定める文書毎の標準保存年限に

よる。

（５）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

①　「企業行動指針」の遵守をグループ会社に適用することにより、企業集団における
業務の適正を確保することとする。

②　グループ会社は、企業行動委員会、リスク管理推進委員会等の内部統制会議に出席
し、コンプライアンス及びリスク管理に関する体制の整備を図るものとする。

③　グループ会社の経営管理は、グループ会社担当部署を通じて行い、自主性を損なわ
ない範囲内で、経営指導を行うこととする。

④　グループ会社の職務の執行は、各種規程を通じ定められた執行手続に従い、適正か
つ効率的に行わなければならない。

⑤　監査役は、グループ会社の監査役と密接な連携を保ち、効果的な監査を実施するも
のとする。

⑥　当社の内部監査部門は、グループ会社の内部監査を実施する。
⑦　当社取締役が、グループ会社における法令・定款違反その他コンプライアンスに関

する重要な事項を発見した場合は、速やかに当社監査役に報告しなければならない。
⑧　グループ会社において、当社からの経営管理、経営指導内容が法令・定款に違反す

ると判断した場合は、速やかに当社監査役に報告するものとする。
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⑨　当社取締役会において、グループ会社に関する事項を定例的議題として取扱い、担
当取締役がグループ会社における取締役等の職務の執行に係る事項について報告する
ものとする。

（６）監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制及び当該使用人の取締役からの独立
性並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

①　監査役から、職務を補助すべき使用人を置くことを求められた場合は、監査役と協
議のうえ、当社使用人から監査役補助者を任命することとする。
　監査役補助者の任命、解任、人事異動は、監査役会の同意を得たうえで、代表取締
役が決定することとし、取締役からの独立性を確保するものとする。

②　監査役補助者は、内部監査担当部署を除き、原則として業務の執行にかかる役職を
兼務しないものとする。

③　監査役補助者は、監査役が指示した補助業務については、監査役の指揮命令に従う
ものとする。

（７）監査役への報告に関する体制及び報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け
ないことを確保するための体制

①　取締役及び使用人は、会社の業務または業績に重要な影響を与える事項について､ 
監査役に速やかに報告するものとする。

②　前項にかかわらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対して報
告を求めることができるものとする。

③　社内通報相談窓口を適切に運用することにより、法令違反その他のコンプライアン
ス上の問題について、監査役への適切な報告体制を確保するものとする。

④　グループ会社の取締役、監査役及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者は、
グループ会社の業務または業績に重要な影響を与える事項について、速やかに当社監
査役に報告するものとする。

⑤　監査役へ報告を行ったこと、または社内通報窓口により通報を行ったことを理由に
不利益な取扱いをしてはならない。

（８）監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制及び監査役の職務の執
行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

①　監査役と代表取締役は、定期的に会合をもち、会社が対処すべき課題、監査上の重
要課題について意見を交換し、相互認識を深めるものとする。
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②　監査役と会計監査人は、定期的に会合をもち、監査上の重要課題について意見を交
換し、相互認識を深めるものとする。

③　監査役と内部監査部門が緊密な連携を保つことにより、効率的かつ実効的な監査を
実施することとする。

④　監査役がその職務の執行について、費用の前払いまたは償還の請求をしたときは、
当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、これを拒むことは
できない。

（９）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

①　平成27年５月１日付の会社法及び会社法施行規則改正に伴い、内部統制システムの
構築に関する基本方針を改定いたしました。

②　取締役の職務執行については、取締役会を11回開催し、法令・定款に定められた事
項及び経営に関する重要事項を審議決定するとともに、各取締役から職務執行に関す
る報告を受け、相互に職務執行の監督を行っております。

　　また、テレビ会議を活用した役員連絡会を16回開催し、各取締役の具体的な職務執
行状況、内部統制に関する事項、経営上の重要な事項等の検討を行い、取締役会の効
率的運営を図っております。

③　監査役会の職務執行については、監査役会を９回開催し、監査方針及び監査計画を
協議決定し、これに基づいた監査を実施しております。また、代表取締役、会計監査
人及び内部監査室と定期的に情報交換・意見交換を行い、取締役の職務執行、法令・
定款等の遵守、内部統制の整備状況等を確認しております。

④　内部監査については、内部監査室が、財務報告に係る内部統制の有効性評価を含め、
監査計画に基づいて監査を行っております。

⑤　法令遵守、リスク管理等については、企業行動委員会、リスク管理推進委員会等を
定期的に開催し、コンプライアンスに対する意識向上を図るとともに、危機管理にお
ける具体的な対応について検討を行っております。
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６．会社の支配に関する基本方針

　当社は、「開拓者精神を貫き、社会に貢献しよう」の社是のもと、北海道寒地農業の振
興と国内甘味資源自給率確保の社会的使命を企業理念として、主業のビート糖事業を中心
に公益性の高い事業を営んでおります。
　甜菜（ビート）は、北海道の畑作農業において欠くことのできない基幹作物の一つであ
り、ビート糖事業には原料生産者をはじめ多くのステークホルダーが存在しており、企業
利潤追求の枠を超えて、長期的かつ安定的に事業を継続することが求められております。
　ビート糖事業は、天候に大きく左右されることはもとより、ＷＴＯ、ＥＰＡ／ＦＴＡに
おける農業交渉、さらにはＴＰＰ交渉参加問題の帰趨など、国際的な政策変動にも大きく
影響を受ける状況となっており、今後予想される厳しい企業環境を見据え、財務体質の強
化と事業基盤の拡大を図っていかなければなりません。
　したがいまして、当社は、当社の財務および事業の決定を支配する者は、事業の社会性
を考慮したうえ、様々なステークホルダーとの信頼関係を維持し、当社の企業価値ひいて
は株主共同の利益を、中長期的に確保・向上させる者でなければならないと考えておりま
す。
　一方、利得権益獲得のみを追求して大量買付け行為を行う者、あるいは中長期的な経営
方針に関する情報を充分提供せずに大量買付け行為を行う者は、当社の財務および事業の
方針の決定を支配する者として適切ではないと考えます。
　なお、「会社を支配する者のあり方」は、最終的には、当社の経営基本方針と大量買付
け行為を行う者の経営方針を勘案のうえ、株主の皆様の判断により決定されるべきものと
考えておりますので、現時点では具体的な買収防衛策は導入いたしません。
　但し、株主の皆様が判断するに当たり、大量買付け行為を行う者が、必要な時間と充分
な情報を提供しない場合などは、相当な対抗措置を講ずる必要がありますので、買収防衛
策の導入について今後とも検討を続けてまいります。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年３月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
退職給付に係る資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

46,999
3,952
6,908
7,500

23,353
1,993
2,089

429
581
194
△1

49,191
22,846
11,080
5,889
5,544

38
116
178
139

26,204
25,174

153
762
121
△6

流 動 負 債 16,848
支払手形及び買掛金 1,343
短 期 借 入 金 9,798
未 払 法 人 税 等 486
そ の 他 5,220

固 定 負 債 12,770
長 期 借 入 金 279
繰 延 税 金 負 債 4,869
役員退職慰労引当金 23
退職給付に係る負債 4,937
資 産 除 去 債 務 23
長 期 預 り 保 証 金 1,313
そ の 他 1,322

負 債 合 計 29,619
純 資 産 の 部

株 主 資 本 54,772
資 本 金 8,279
資 本 剰 余 金 8,404
利 益 剰 余 金 40,585
自 己 株 式 △2,497

その他の包括利益累計額 11,799
その他有価証券評価差額金 11,850
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △3
退職給付に係る調整累計額 △47
純 資 産 合 計 66,571

資 産 合 計 96,191 負債及び純資産合計 96,191
※　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（平成27年 4 月 1 日から）平成28年 3 月31日まで

（単位：百万円）
売 上 高 57,823
売 上 原 価 42,189

売 上 総 利 益 15,634
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 13,622

営 業 利 益 2,011
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 338
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 45
そ の 他 68 452

営 業 外 費 用
支 払 利 息 116
固 定 資 産 処 分 損 73
そ の 他 29 219
経 常 利 益 2,244

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 44
投 資 有 価 証 券 売 却 損 8
た な 卸 資 産 処 分 損 26
そ の 他 0 80
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,164
法人税、住民税及び事業税 755
法 人 税 等 調 整 額 46 801
当 期 純 利 益 1,362
親会社株主に帰属する当期純利益 1,362

※　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
（平成27年 4 月 1 日から）平成28年 3 月31日まで

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 8,279 8,404 39,940 △2,192 54,432
連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △714 △714
親会社株主に帰属する当期純利益 1,362 1,362
自 己 株 式 の 取 得 △353 △353
自 己 株 式 の 処 分 △2 47 45
株主資本以外の項目の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － － 645 △305 340
当 期 末 残 高 8,279 8,404 40,585 △2,497 54,772

その他の包括利益累計額
純 資 産
合 計そ の 他

有 価 証 券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

退 職 給 付
に 係 る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 10,562 0 54 10,617 65,049
連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △714
親会社株主に帰属する当期純利益 1,362
自 己 株 式 の 取 得 △353
自 己 株 式 の 処 分 45
株主資本以外の項目の変動額（純額） 1,288 △3 △102 1,182 1,182

連結会計年度中の変動額合計 1,288 △3 △102 1,182 1,522
当 期 末 残 高 11,850 △3 △47 11,799 66,571
※　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（平成28年３月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 装 置
工 具 器 具 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
前 払 年 金 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

45,220
2,498

130
7,030
7,500

22,700
1,973
2,071

111
376
544
284
△0

46,281
21,555
8,488
1,531
5,695

168
5,469

165
37

119
103
16

24,606
22,569
1,191

273
504
73

△4

流 動 負 債 18,307
買 掛 金 1,318
短 期 借 入 金 11,548
未 払 金 298
未 払 費 用 2,572
未 払 法 人 税 等 359
未 払 消 費 税 等 246
前 受 金 104
従 業 員 預 り 金 1,619
そ の 他 237

固 定 負 債 12,093
長 期 借 入 金 279
繰 延 税 金 負 債 4,613
退 職 給 付 引 当 金 4,608
長 期 預 り 保 証 金 1,292
長 期 預 り 敷 金 935
そ の 他 364

負 債 合 計 30,401
純 資 産 の 部

株 主 資 本 49,785
資 本 金 8,279
資 本 剰 余 金 8,404

資 本 準 備 金 8,404
利 益 剰 余 金 35,599

利 益 準 備 金 2,069
そ の 他 利 益 剰 余 金 33,529
配 当 準 備 積 立 金 2,700
設 備 拡 張 積 立 金 1,200
買換資産圧縮積立金 2,393
別 途 積 立 金 18,516
繰 越 利 益 剰 余 金 8,719

自 己 株 式 △2,497
評 価 ・ 換 算 差 額 等 11,315

その他有価証券評価差額金 11,319
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △3
純 資 産 合 計 61,101

資 産 合 計 91,502 負債及び純資産合計 91,502
※　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（平成27年 4 月 1 日から）平成28年 3 月31日まで

（単位：百万円）
売 上 高 55,431
売 上 原 価 40,959

売 上 総 利 益 14,472
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 12,829

営 業 利 益 1,642
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 322
そ の 他 69 392

営 業 外 費 用
支 払 利 息 133
固 定 資 産 処 分 損 72
そ の 他 28 234
経 常 利 益 1,800

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 45
投 資 有 価 証 券 売 却 損 8
た な 卸 資 産 処 分 損 26
そ の 他 0 80
税 引 前 当 期 純 利 益 1,720
法人税、住民税及び事業税 593
法 人 税 等 調 整 額 56 650
当 期 純 利 益 1,070

※　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（平成27年 4 月 1 日から）平成28年 3 月31日まで

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金
資本剰余金 利益剰余金

資 本
準 備 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他
利 益
剰 余 金

利 益
剰 余 金
合 計

当 期 首 残 高 8,279 8,404 8,404 2,069 33,175 35,245
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △714 △714
当 期 純 利 益 1,070 1,070
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 △2 △2
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 変 動 額(純 額)

事業年度中の変動額合計 － － － － 353 353
当 期 末 残 高 8,279 8,404 8,404 2,069 33,529 35,599

株主資本 評価・換算差額等
純 資 産
合 計自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △2,192 49,737 10,151 0 10,152 59,889
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △714 △714
当 期 純 利 益 1,070 1,070
自 己 株 式 の 取 得 △353 △353 △353
自 己 株 式 の 処 分 47 45 45
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 変 動 額(純 額) 1,167 △3 1,163 1,163

事業年度中の変動額合計 △305 48 1,167 △3 1,163 1,211
当 期 末 残 高 △2,497 49,785 11,319 △3 11,315 61,101
※　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（注）その他利益剰余金の内訳については、下記のとおりであります。

（単位：百万円）

配当準備
積 立 金

設備拡張
積 立 金

買換資産
圧縮積立金 別途積立金 繰越利益

剰 余 金
そ の 他
利益剰余金
合 計

当 期 首 残 高 2,700 1,200 2,367 18,516 8,391 33,175
事 業 年 度 中 の 変 動 額

取 崩 △32 32 －
積 立 58 △58 －
剰 余 金 の 配 当 △714 △714
当 期 純 利 益 1,070 1,070
自 己 株 式 の 処 分 △2 △2

事業年度中の変動額合計 － － 26 － 327 353
当 期 末 残 高 2,700 1,200 2,393 18,516 8,719 33,529

※　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年５月10日

日 本 甜 菜 製 糖 株 式 会 社
取　締　役　会　御中

有限責任　あずさ監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 齊 藤 文 男 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 田 辺 拓 央 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本甜菜製糖株式会社の平成27年４月１日
から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算

書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対す

る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基
準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリ
スクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する
ためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、
経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体
としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、日本甜菜製糖株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上
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会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年５月10日

日 本 甜 菜 製 糖 株 式 会 社
取　締　役　会　御中

有限責任　あずさ監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 齊 藤 文 男 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 田 辺 拓 央 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本甜菜製糖株式会社の平成27年４
月１日から平成28年３月31日までの第118期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部
統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附

属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認め
られる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細
書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための
手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附
属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制
の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討
することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第118期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(１)監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受
けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。
(２)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、
内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下
の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調
査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、
必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規
則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備さ
れている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期
的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針については、取締役会その他におけ
る審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。
④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計
監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を
「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに

関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に

ついては、指摘すべき事項は認められません。
（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人「有限責任 あずさ監査法人」の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（３）連結計算書類の監査結果

会計監査人「有限責任 あずさ監査法人」の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
平成28年５月12日

日本甜菜製糖株式会社　監査役会
監査役(常勤) 森 山 英 二 ㊞
監査役(常勤) 沖 　 有 康 ㊞
監査役(社外監査役) 松 山 明 夫 ㊞
監査役(社外監査役) 二 村 孝 文 ㊞

以　上
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株　主　メ　モ

事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年６月下旬

基 準 日 定時株主総会 毎年３月31日
期 末 配 当 毎年３月31日

株 主 名 簿 管 理 人
(特 別 口 座 管 理 機 関 )

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先
東京都江東区東砂七丁目10番11号（〒137-8081）
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
電　話　0120－232－711（通話料無料）

【株式に関するお手続きについて】
　株式に関する各種お手続きにつきましては、原則として口座を開設されている証券会社にて承って
おります。
　特別口座に記録された株式に関するお手続き（特別口座からの振替請求，届出住所等の変更，配当
金の振込指定，単元未満株式買取・買増請求など）につきましては、上記口座管理機関（三菱UFJ信託
銀行）にお問い合わせください。
　また、お手続きに関する用紙のご請求を、以下のお電話ならびにインターネットにより24時間受け
付けております。

電　　　　　話　0120－244－479（通話料無料）
インターネット　http://www.tr.mufg.jp/daikou/

※　なお、未受領の配当金につきましては、株主名簿管理人であります三菱UFJ信託銀行の本支店で
お支払いいたします。

公 告 の 方 法
電子公告により行います。
公告掲載URL　http://www.nitten.co.jp
(ただし、電子公告によることができない事故、その他のやむを得ない事由が生じた場合は、
日本経済新聞に掲載いたします。)

東京都港区三田三丁目12番14号
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